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経済学研究 54-4
北海道大学 2005.3

低成長経済における小売商業構造の分析

一一人口分布と小売庖舗分布の関係に焦点、をあてて一一

坂川

1. 問題の所在

日本の景気が低迷するなかで，多くの業種が

売上高や利益で伸び悩んでいる。近年，一部地

域では回復傾向にあるといえども，全国的な景

気回復まで、に至っていない。とくに北海道は日

本国内でも景気回復が遅れている 1)。にもかか

わらず，北海道の流通業界には新しく大きな変

化の波が押し寄せている。たとえば大庖立地法

の施行された2000年6月以降，売場面積1，000

m'以上の小売店舗の新規出庖件数は全国的にみ

ても多い2)。

そこで本稿では北海道の小売業に着目し，低

成長経済下での出庖行動について分析する。分

析の過程では商業統計を中心に各種政府統計を

用い，小売商業構造というマクロ的な視点から，

小売業者の出庖行動を分析する。また分析では

庖舗ポートフォリオの考えをベースに，低成長

経済下での出庖行動について仮説を立てる。こ

の分析を通じて，北海道の小売商業構造の変動

パターン，および構造変動の源泉となる小売業

者の出庖行動パターンを明らかにする。

2. 低迷する消費市場

北海道の消費市場の実態を確認するために，

1)北海道『平成15年度版北海道経済白書10
2) 2004年8月時点，北海道の新規申請件数は総数
2，349件うち 123件であり，全国第4位である。
ちなみに 1伎は埼玉県(141件)， 2位は東京
都(128件)， 3位は千葉県(126件)であるo

裕司

ここでは勤労者世帯の経済状況に着目する 310

使用する指標は実収入，可処分所得，消費支出

の3つの指標である。家計調査において勤労者

世帯は次のように定義されている。「勤労者世

帯とは，世帯主が会社，官公庁，学校，工場，

商庖などに雇用されている世帯をいう。ただし，

世帯主が社長，取蹄役，理事など会社・団体の

役員である世帯は，勤労者以外の世帯とするん

この定義から勤労者世帯は雇用関係のもとで労

働力を提供し，給与などを得て生活をしている

サラリーマン世帯を代表する世帯ともいえる 4)。

実収入とは税込み収入であり， r世帯を構成
する全員の現金収入を合計したもの」を意味す

る510 この実収入をみると北海道の勤労者世帯

3)使用する政府統計は家計調査である。なお家計

調査は2人以上の世帯を対象としており，単身
世帯は対象外となる。また調査は標本調査であ
り，調査世帯は毎月1/6世帯が入れ替わってい
る。
4)北海道の消費市場の規模は勤労者世帯に依存す

る部分が大きい。県民所得を意味する道民所得
では，平成 13年度において賃金や社会保険負

担金からなる雇用者報酬が約 70%を占めてい
る(平成 15年度版北海道経済白書， p. 57)。
また道内の経済基盤は支庖経済であり，年々，
倒産に加えて全国的な支底整理によって道内企
業数は減少している。したがって会社・団体の
役員も減少していると考えられる。以上のこと
から北海道内の消費市場規模は勤労者世帯に依
存していると考えられる。
5)その他の収入には預貯金の取り崩し，借り入れ
による収入が考えられる。これらは資産の減少
や負債の発生を意味し，短期的に消費力を高め
る要因となるが，長期的には消費力を抑制する。
これに対して実収入は給与として定期的に発生
する資産であり，長期的に消費力を高める要因
となる。
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図1 北海道の勤労者世帯における実収入の推移

出所)北海道統計各年
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では，名目，実質ともに 1997年以降，その伸び

率は軒並みマイナスである(図 1)。

1994年からプラス成長とマイナス成長を交互に

繰り返しつつも，プラス成長となる年は次第に

少なくなり， 2002年からは大幅なマイナス成長

が続いている(図2)。

次に可処分所得の推移をみる。可処分所得と

は， I労働の対価として得た給与やボーナスな

どの収入(実収入)から，税金や社会保障費等

を差し百|いた残りの手取り収入Jを意味する o
この可処分所得は勤労者世帯が貯蓄と消費のい

ずれかに対して，自由に使うことのできるお金

の総額である。

北海道における勤労者世帯の可処分所得は，
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この可処分所得のマイナス成長は，勤労者世

帯の消費支出を抑制する。その傾向はつぎの図

3に現れている。

消費支出とは， I世帯が衣食住をはじめとす

る生活全般にかかわる消費活動に対して支出す

る可処分所得の一部jである。つまり消費支出

1994 1995996 1997 1998 1999 2000 2002002 2003 

|=名目・・実質 4 ー消費者物価指数|

図2 北海道の勤労者世幣における可処分所得の推移

出所)北海道統計各年
注) x軸は調査if-， y勅は対前年伸び車である
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図3 北海道の勤労者世滑における消費支出の推移
出所)北海地統計各年
1主)x納は調査年， y軸は対前年{lllぴ阜である

は，可処分所得から貯蓄を除いた残余部分であ

る。この消費支出の状態が，小売業者の直面す

る経営環境に影響する。図3をみると，名目・

実質ともに消費支出は近年，マイナス成長であ

る頻度が多い。とくに 1997年以降は2年連続し

てマイナス成長が続いており，北海道の勤労者

世帯における消費力は低下傾向にある。

以上より明らかなことは，北海道の勤労者世

帯では1997年以降，実質的な消費支出額が減少

しており，これより金額ベースでみた消費力が

低下し続けているということである。この消費

力の低下は，消費者の買物行動に2つの変化を

引き起こす。 lつは一定期間における消費者一

人当たりの平均購買単価の下落である。たとえ

ば消費量自体を減らすことの難しい食料品のよ

うな品目については，品目当たりの月平均支出

額が減少する。消費者は実質的に減少する所

得のなかで，一定の消費量を維持し続けるた

めに，品質と価格のバランスを考慮しつつも，

lつの品目のなかでできる限り低い価格の商品

を購買しようと努力する。この努力の結果として，

消費者一人当たりの平均購買単価が下落する。

もう 1つの変化は消費者費用の負担能力の低

下である 6)。とくに消費者は買い物にともなう

移動費用の負担を過大評価するようになる。た

とえば公共交通機関や乗用車などでの移動には，

乗車料金や燃料費などの金銭的な支出がともな

う。消費力の低下した消費者は，この買い物に

ともなう金銭的な支出を抑制するために近隣の

庖舗を優先的に利用したり，通勤・通学の途中

で立ち寄ることのできる庖舗を積極的に利用し

たりする。このようにして消費者は，買い物の

ために負担する移動費用を小さく抑えるD ある

いは買い物に出かける額度自体を少なくするこ

とによって，一定期間に負担する移動費用を小

さく抑える。この買物行動の変化によって l回

当たりの購買量が増大し，消費者はワン・ストッ

プショッピングの利便性の高い庖舗，あるいは

購買した大量の商品を持ち帰るために自動車で

のアクセス性の高い庖舗を積極的に利用する。

このようにして消費者は置かれた経済状況に応

じて買物行動を変化させ，買い物目的を達成す

るために負担する消費者費用を抑える。そのた

6)消費支出には，購買した商品と流通サーピスに
対して支払った対価に加えて，消費者費用が含
まれている。ただし消費支出には対価の伴う取
引が含まれることがあっても，消費者費用の一
部である肉体的・精神的な費用は対価が生じな
いために含まれない。そのため本稿では金銭的
な負担として生じる消費者費用として移動費用
にのみ着目する。



78 (458) 低成長経済における小売商業構造の分析坂川 54-4 

めに消費者は，利用する庖舗の選択基準や選好

を修正し，愛顧する庖舗を変えるD

そして小売業者は，このような消費者側の買

物行動の変化に適応して，庖舗を通じて来庖顧

客に提供する流通サーピスを修正する。たとえ

ば小売業者は，消費者が庖舗に来庖しやすいよ

うに駐車場台数を増やしたり，買った商品を持

ち帰りできない来庖顧客には無料で商品を配送

したりする。さらに消費力の低下した消費者は，

小売取引における商品の対価として支出する金

額を抑制しようとする。そのため小売業者から

みると，一定期間での来庖顧客一人当たり平均

購買単価(以下顧客単価)が低下する。そこで

小売業者は流通サーピスの修正と同時に，この

顧客単価の減少分を補うために来庖顧客数を増

加させようと努力する。たとえばロス・リーダ

ーを利用したチラシ広告を積極的に行うことで，

消費者に低価格販売の庖舗イメージを強く印象

づけて庖舗の顧客吸引力を高めようとする。

3.縮小する北海道の小売市場

それでは前述した北海道内の消費市場の現状

を受けて，北海道内の小売業がどのような状況

にあるのか。以下では，この点について確認する。

3. 1大規模小売庖舗の市場動向

大規模小売店舗を代表する業態として百貨庖，

スーパーがある 71。北海道内の百貨庖とスーパ

ーを対象として行われた商業販売統計調査の結

果をみると，百貨庖の総売場面積は 1999年まで

増加し，その後， 2000年になって一度減少して

いる 8)。これに対してスーパーの総売場面積は

一貫した増加傾向を示しており，とくに 2000年

以降に着目すると百貨庖の総売場面積が減少す

る一方で、，スーパーは総売場面積を増加させて

いる(図4)。

7)ここでの百貨庖，ス)パーの定義は商業販売統
計調査にもとづいている。

百貨店とスーパーで総売場面積の推移に違い

が見られる理由は，その品揃えの違いに反映さ

れているように，標的とする市場セグメントが

異なり，その市場セグメントに最適な立地条件

までも異なるからである。百貨庖は買回品・専

門品を中心に品揃えを形成する業態である。買

回品や専門品は最寄品に比較して消費者の購買

類度が低い。そのため百貨店は大規模な集客効

果を期待できる場所に立地する。それゆえに百

貨庖の新規出庖は人口密度の高い都市部に限定

される。他方でスーパーは百貨庖と異なり，日

常生活で多額度に購買される最寄品を中心に品

揃えを形成する業態である。したがってスーパー

は顧客とする消費者との距離的な近接性を重要

視し，百貨庖と比較して小規模な小売商圏を立

地条件とする。以上に述べた百貨庖とスーパー

における立地条件の違いが，スーパーに多くの

立地機会を与え，図4のような総売場面積での

格差を生み出す。

ただ、し百貨庖やスーパーといった業態の違いに

かかわらず，総売場面積の増加は，新規出庖や

既存庖増床を原因とする 9)。この新規出庖と既
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図4 百貨庖・スーパーの総売場面積の推移
出所)北海迅企l酉振興部，平成 15i!'-Ii(版北海道経済白書. p 320 
11:) x柚が調査年. y紬が売場而有'((km')。

8)百貨庖の売場面積の変化については次の点が考
えられる。 2000年12月，札幌そごうが閉庖し
た影響が2001年の売場面積の減少に反映され
ている。 2002年11月，札幌大丸が関庖した影
響が2003年の売場面積の増加に反映されている。
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図5 百貨腐・スーパーの総売場面積と総売上高の推移(全腐ベース)

11¥所)北海道企画振興部，平成 15年度版北海道経1官白書.p.32 
1主) x軸が調査11"， Y軸が総ijr.場面積および総売上高の対前年。l'ぴ中である

存庖増床は「新庖効果J，r増床効果jを通じて，
即効的かつ短期的に店舗売上高を増加させる。

まず新庖効果は，新規出庖時に生じる一時的

な集客効果である。小売業者は参入した小売市

場のなかで庖舗の知名度を高め，その庖舗ブラ

ンドを確立するために，新規出庖時に積極的な

プロモーションを実施する。それは目玉商品の

品揃え，オープン記念催事の開催，大量のチラ

シ広告やテレビ広告への投資などである。

次に増床効果は，すでに出庖して営業し続け

てきた庖舗が，その売場面積を増やすことで生

じる一時的な集客効果である 10}。売場面積を拡

大することによって，小売業者は売場に陳列で

きる商品数を増加できるo売場面積の増分に新

たな商品カテゴリーを加えて品揃えを拡大した

9)総売場面積の減少部分はカテゴリーに含まれる
庖舗の閉庖による。総売場面積の増減は新規出
庖と既存庖増床，既存庖閉l苫という 3つの要因
によって決まる。なお業態転換というケースも
あるが，これは店舗の立地を変えることなく業
態を変更することであり，既存の庖舗商圏に新
たな業態で新規参入するという意味で新規出庖
と同義である。

10 )売場面積を変更することなくプランドの入替に
よる集客効果も考えられるが，ここでは売場面
積の増加に影響するような小売業者の意思決定
に着目する。

り，すでに品揃えされている商品カテゴリーの

なかで陳列アイテム数を増やして品揃えを深耕

したりできる。小売業者は増床とともに品揃え

を変化させることによって，競合庖よりも標的

とする消費者のニーズに適合した売場を構築し，

庖舗集客力を高めようとする。そして新規出庖

と同様にして，小売業者は品揃えの変化をアピ

ールするため，積極的なプロモーション活動を

展開する。

その一方で消費者は新規出店した庖舗や増床

した庖舗に対して高い関心を持つ。なぜなら消

費者にとって利用できる庖舗の選択集合に影響

するからである。既存の庖舗選択集合に対して，

新規に出庖した庖舗や増床した庖舗は新しい庖

舗選択肢となる。そのため消費者は自分の庖舗

選択集合に関する既存情報を更新するために，

新規に出庖した庖舗や増床した庖舗に一度は出

かけようとする。

以上に述べた小売業者の積極的なプロモーシ

ヨン，および消費者の積極的な情報探索活動に

よって新庖効果や増床効果といった集客効果が

発生し，庖舗売上高の一時的な急増が起こりや

すい。そこで新庖効果や増床効果が売上高に及

ぼす影響を見るために，つぎに売場面積と売上

高の関係をみる(図5)。
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北海道内の百貨庖・スーパーの総売場面積と

総売上高について対前年伸び率を比較する。こ

の比較から 1993年以降，売場面積と売上高の対

前年伸び率で大小関係が逆転していることが分

かる。 1992年までは売場面積よりも売上高の対

前年伸び率の方が大きい。したがって百貨庖と

スーパーを大規模小売庖舗という lつのカテゴ

リーで捉えるならば，大規模小売庖舗において

1992年までは売場効率(売場面積当たり売上高)

はプラスとなるような経営環境であったことに

なる。しかし1993年以降，売場面積と売上高の

関係は逆転する o 大規模小売庖舗において売場

面積が増加しでも，その伸び率以上に売上高が

増加しない経営環境となる o つまり北海道にお

いて百貨庖・スーパーに代表される大規模小売

庖舗では， 1993年を境として新庖効果や増床効

果が総売上高に及ぼす影響力は相対的に弱まっ

たと考えられる。

この新庖効果や増床効果の総売上高に対する

プラス影響を相殺しているのは，既存庖売上高

である。つぎに百貨庖・スーパーについて，そ

10.0% 

8.0% 

6.0% 

4.0% 

2.0% 

0.0% 

-2.0% 

-4.日目

-6.0% 

-8.0% 

の総売上高の対前年伸び率の推移を既存庖ベー

スでみる。

商業販売統計において既存庖は，つぎのよう

に定義されている。既存庖とは「調査対象とな

る庖舗の定義変更(日本標準産業分類の百貨店

・スーパーの定義)および異動(庖舗移転や廃

業)があるなかで，当月及び前年同月とも調査

対象となった庖舗」である。また既存庖につい

ては，前年(同月)比の算出はその庖舗のみで

行われる。したがって異なる 2つの調査時点に

おいて継続して調査可能な庖舗のみが既存庖と

して扱われる。そのため百貨庖やスーパーに分

類される庖舗でも，前回調査時点以降に出庖し

た庖舗は既存庖に含まれない。また前回調査で

調査対象となっても，閉庖したか，業態転換に

より以前の業態に分類されない庖舗も既存庖に

含まれない。要するに調査の2時点聞で業態お

よび立地に変更のない小売店舗が既存庖であ

る1110

この点を考慮した上で図6をみると既存庖で

は1992年から2003年まで一貫して，その総売上

手0，0，'"，0，0，....状。母、0，0，<'，0，0，'0 ，0，0，" ，o，o，'b ，0，0，0， n'伊 r少や設
、、、、、、、、 v "、，"V ，"V ，"V 'v 

図6 百貨鹿・スーパーの総売上高伸び率の推移(既存庖ベース)

出所)北海道企画振興部，平成15年度j坂北海道経済白書.p.32 
1主) x軸は溺査年. y軸は総売上高の対前年仰ぴ率である

11)データの解釈上，すべての調査時点で同じ底舗
が調査対象となっていない点には注意が必要で
ある。ただし商業販売統計上での定義にもとづ

く既存庖について行われる全数調査と考えるこ
とができるため，定義の範囲内で時系列比較す
ることは問題がないであろう o
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高の対前年伸び率はマイナスであり，既存庖ベ は，北海道内で1992年以降，落ち込み続けてい

ースでの総売上高は年々減少する傾向にある。

図5において全庖ベースの売場面積伸び率がプ

ラスであった期間でさえも，既存庖ベースの売

上高の伸び率はマイナスとなっている。もし気

候や景気など小売庖舗業績に影響を及ぼすマク

ロ的な要因が百貨庖やスーパーの売上高に影響

しているのであれば，全庖ベースと既存庖ベー

スで大きな格差は生じない。全庖も既存庖も，

その販売額の伸び率に同じ影響を受けるであろ

う。したがって図5，図6にみられる全庖ベー

スと既存庖ベースでの売上高伸び率の違いは，

既存庖の定義から新庄効果や増床効果によって

説明できる 12)

このように北海道内の百貨庖・スーパーは，

新庖効果や増床効果によって売上高のプラス成

長を維持してきたと考えられる。とくに年々売

場面積の増加しているスーパーでは，新庖効果

や増床効果によって売上高成長が維持されてき

たと考えられるo さらに既存庖ベースでの売上

高を新庖効果や増床効果による影響を除去した

「調整済庖舗売上高Jとみるならば，百貨店・
スーパーに代表される大規模小売庖舗の売上高

12 )増床効果を考慮する理由は，商業販売統計の調
査対象に含まれる百貨庖・スーパーの定義に関
係している。政令都市，その他地域で異なるが
増床によって一定の売場面積を超えた場合，そ
のJ占舗は新たな調査対象となる。なお定義上，

同一業態であろうとも新たな調査対象となった
庖舗は既存庖には含まれない。

13 )小売業では既存庖売上高によって，その小売事
業の競争力を評価するo これは本文に述べたよ
うに，新規出庖や増改築による一時的な売上高
の増加が不振な庖舗の売上高の減少分を穴埋め
するためである。既存庖舗は固定客を確立して

おり，固定客の買物行動の変化が売上高に与え
る影響が相対的に大きい。また閏定客化した消

費者ほど，庖舗に対する忠誠度が高い。したがっ
て既存庖舗における業綴悪化は，忠誠度の高い

固定客が庖舗の利用頻度を低めていたり，庖舗
での支出額を減らしていることによって生じる。
よって庖舗忠誠度の高い固定客を失うことは庖

舗差別化の程度が弱まっていることを意味する
ため，小売業では既存庖ベースでの売上高が競
争力の指標として重要視される。

ることになる 13)。

3.2業態別の市場動向

ここまでは百貨店・スーパーを大規模小売庖

舗という売場面積を分類軸とした単一カテゴリ

ーで捉え，その売上高に対する新庖効果や増床

効果の影響を検討した。つぎに百貨庖・スーパ

ーという業態別に全庖ベース，既存庖ベースの

売上高の推移をみる。前述の議論は大規模小売

庖舗というカテゴリーについてであるが，ここ

では業態特性が売上高に及ぼす影響を考慮して，

業態別に北海道内の小売業者の現状を確認する。

前述したように百貨庖とスーパーには，つぎ

のような業態特性の違いがある。百貨庖は買回

品，専門品を中心に品揃えし，接客による商品

の説明や包装といったノン・セルフ・サービス

を付帯して，顧客に商品を小売りする業態であ

るo そのため百貨庖の品揃えには他の業態に比

較して高価格な商品が多く，その売上シェアの

多くの部分は高所得者によって占められる。

これに対してスーパーは，百貨店と対称的に

最寄品を中心に品揃えし，セルフ・サーピスを

基本として商品を小売りする業態である。最寄

品は消費者にとって購買頻度が比較的高く，そ

の買物出向において消費者費用を負担すること

に消極的な商品である。そのためスーパーは顧

客にとっての庖舗近接性を高めるために，都心

だけではなく郊外の住宅地にも出庖する。

一般的に消費支出の変化による影響を大きく

受けるのは，スーパーよりも百貨庖である。ス

ーノfーは生鮮三品をはじめとして日常的に消費

される最寄品を中心に品揃えするが，百貨庖は

買回品や専門品として分類される晴好品や賛沢

品を品揃えの中心とする 14)。そのためスーパー

14 )とくに小売業界では，スーパーのなかでも食品

スーパーは不況に強い業態と考えられている。

それは食品スーパーが生鮮三品とその他食料品
を中心に品揃えし，セルフ・サービスと低価格
で販売する業態だからである。
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図7 百貨庖・スーパー別にみた売上高伸び率の推移(全底ベース)

/JJ所)北海道企間痕興剖1.平成15年JJ!:版北海道総i丹白書. p. 33 0 
!l) x軸は調査年. y軸は売上高の対前年wぴ率である
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よりも百貨店の売上高は，景気変動の影響を大

きく受けやすい。

売上高がマイナス成長となる傾向が強まってい

るo このように既存庖ベースになると売上高の

成長ベクトルにおいて業態間格差は小さくなる。

この図7と図8から売上高伸び率でのプラス成

長を期待できない経営環境のなかで，既存庖で

の利益を生み出さなければならないという共通

点が，百貨庖とスーパーの両業態について読み

取れる。

このような業態での違いを踏まえて百貨庖，

スーパーの業態別に全庖ベースと既存庖ベース

の売上高伸び率の推移を比較すると，図7と図

8のようになる。

全庖ベースと比較すると既存庖ベースでは百

貨庖，スーパーという業態の違いに関係なく，

-.2.0% 

4.0% 

-6.日%

-8.0% 

10.0% 

JdPI JJI JJIJJIII I 
|図百貨庖・スーパー|

図8 百貨庖・スーパー別にみた売上高伸び率の推移(既存底ベース)

出所)北海道企画振興部，平成15年度版北海道経済白書.p. 33 0 
1主) x血Iiは調査年. y輸は売七向の対前年事l'ぴ準である
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この既存庖ベースの売上高伸び率が長期にわ

たってマイナスという経営環境は，百貨店とス

ーパーといった業態だけが直面しているわけで、

はない。既存庖ベースの売上高伸び率の推移を

みるとコンピニエンス・ストア 15)でも， 2000 

年以降，マイナス成長が続いている(図9)。

このように百貨庖，スーパー，さらにコンビ

ニエンス・ストアという業態の違いにかかわり

なく，北海道内の小売業は庖舗売上高で前年数

値を上回ることは極めて難しい経営環境にある。

とくに既存庖ベースでみると，この点は一層厳

しい。そしてこの厳しい経営環境の背後には，

前述した北海道の勤労者世帯における実質的な

消費支出の減少がある。

この現状から多くの小売業者が北海道の小売

市場を，投入する経営資源に対するリターンの

小さい「魅力の低U叶、売市場」として評価する

だろう。確かに北海道の小売市場は業態の別な

く売上高を伸ばすことの難しし叶、売市場である。
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とくに既存庖ベースの売上高伸び率の推移に現

れているように，ただ単に北海道内に出庖する

だけで利益が得られると期待できない。北海道

内で事業展開する小売業者は新庖効果や増床効

果が消滅したとき，既存庖売上高の範囲内で利

益を生み出さなければならない。仮に新規出庖

や増床を継続することで新庖効果や増床効果の

恩恵を長期間にわたって受けることができたと

しても，それらの効果を失ったとき，それまで

の新規出庖や増床にともなう減価償却費，人件

費などの負担が一挙に利益を圧迫する。ゆえに

新規出庖や増床による効果に依存した事業拡大

は，既存庖売上高の低迷する北海道内の小売市

場で大きなリスクを伴う。

このように小売業者が北海道内の小売市場で

長期的に安定した利益を生み出し続けるために

は，成長率の高い小売市場で事業展開する場合

に比較して，一層の経営努力が要求される。な

ぜ、なら成長率の高い小売市場であれば市場スラ

2001 2002 2003 

|回全庖図既存庖|

図9 コンビニエンス・ストアの売上高伸び率の推移

出所)北海道企画板興部，平成 15年度版北海道経清白書.p. 33 0 
1主) x軸は調査年. y触は売上高の対前年{I¥lぴ率である

15 )コンビニエンス・ストアについては，つぎのよ
うに定義されている。コンビニエンス・ストア
とは飲食物を扱い，売り場面積が30平方メー

トル以上250平方メートル未満，営業時間が15
時間以上のセルフ・サービス方式の庖舗である。

北海道経済産業局は毎月，直営庖や FC庖，
VC庖など形態に関係なく 500店舗以上を有す
るコンピニエンス・ストアのチェーン企業本部
を対象に調査を行っている。



84(464) 低成長経済における小売商業構造の分析坂川 54-4 

ックが生じやすく，競争力のない小売庖舗であ

っても利益を生み出すことを期待できるからで

ある(田村， 1976 b )。しかし市場スラックの

規模の小さい小売市場では，顧客数や顧客単価

の増加を期待できない。そのため競合宿舗同士

が互いの顧客を争奪するゼロ・サム競争の状態

に陥りやすい。小売業者がゼロ・サム競争のな

かで利益を確保し続けるためには，成長市場の

なかで競争する以上に高い差別的有利性が求め

られる。

しかし高い差別的有利性を確立することがで

きたとしても，庖舗営業を通じて得られる売上

高には限界がある o なぜ、なら小売庖舗の最大売

上高は小売商圏の規模に依存するからである。

それゆえに複数の庖舗を所有する小売業者には

庖舗ポートフォリオを再構築することが求めら

れる(田村， 1982) 0 前述した市場スラックの

変化は都市エリアで一様ではない。都市間での

人口移動，過疎化や高齢化，公共交通機関の発

達や自動車の普及などでの地域格差によって，

時間軸上の一時点を取ってみても，ある都市エ

リアでは市場スラックが減少・消滅する一方で、，

他の都市エリアでは市場スラックが新たに発生

し，その規模が増加する。また市場スラックの

成長スピードも，様々な条件に依存して都市エ

リア問で異なる。

そこで小売業者は庖舗営業努力による売上高

成長を見込めない小売市場から撤退し，市場ス

ラックの発生・増加を期待できる小売市場に参

入する。このようにして小売業者は庖舗ポート

フォリオを再構築し，事業全体として獲得を期

待できる将来的な収益を高めることができる。

4.小売空間構造にみる北海道のエリア特性

ここまでに明らかなことは，次の点である。

北海道では長らく消費市場の成長は期待できな

い状況にあった。またその影響を受けて百貨店

やスーパーだけではなく，コンビニエンス・ス

トアについても，既存庖ベースの売上高伸び率

がマイナス成長であった。具体的に言うならば

北海道内の小売市場の売上高伸び率は新庖効果

や増床効果に依存する部分が大きく，これらの

効果の恩恵を受けない既存庖では売上高のプラ

ス成長を期待できない状況にある。

この状況下で

て事業利益を高めることもでで、きるが，これ以外

の方法も選択できる。その方法とは，すでに庖

舗の立地する小売商圏に固執して営業活動を続

けるのではなく，市場の将来性を再評価して庖

舗を移転し，商圏自体を変えることである 16)。

消費支出額が伸び悩む小売市場では，その売

上高規模の成長を消費者数の増加に依存するこ

とになる。単純に考えて一定範囲の小売商圏で

消費支出額の減少分を埋め合わせるに十分な規

模まで商圏人口 17)が増加するならば，その小売

商圏の売上高でみた市場規模は変わらない。し

たがって小売業者は商圏人口の大きい都市エリ

アに出庖することによって，消費支出額の減少

による平均顧客単価の低下を商圏人口で補うこ

とが期待できる。その一方で商圏人口の小さい

都市エリアの庖舗を閉庖することで，小売業者

は，出庖投資に対して期待できるリターンを高

めることカfできる。

この庖舗ポートフォリオの考えにもとづくな

らば，北海道内に庖舗を展開する小売業者は，

つぎのような出庖行動をとると考えられる。

1990年以降続く経済不況により平均顧客単価の

プラス成長を期待できない状況が続くにつれて，

小売業者は人口シェアの高い市町村に経営資源

を集中させるだろう。それは人口シェアの高い

市町村に新規出庖したり，その市町村内で既存

庖舗の増床を行ったりする一方，人口シェアの

16 )以下では小売市場と小売商圏をつぎのように定
義する。小売市場は機能的代替性のある業態に
ついて空間的な制約を克服して形成される仮想
市場と考える。小売商圏は小売庖舗を利用する
来庖顧客の買物行動によって空間的に制約され
る現実市場と考えるo

17)商圏人口とはある時点で，小売商圏に含まれる
消費者数であるo
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低い市町村の庖舗を閉庖して小売市場から退出

するという出庖行動として現れる。そこで以下

では，北海道内を lつのエリアと想定して市町

村をそのサプ・エリアとし，人口分布と庖舗分

布の関係に着目した分析を行う則。もし小売業

者によって庖舗ポートフォリオにもとづく庖舗

網の再構築が行われているとするならば，北海

道内の市町村エリアを比較単位とした人口と小

売庖舗数の関係は，人口シェアの高い市町村エ

リアにおける不均等な小売庖舗数シェアの増加

として現れるはずである。

2005.3 

100% 小売庖舗数(累積シェア)。
ローレンツ曲線における不均等化

布が人口の都市問分布と等しければ，各市町村

エリアの座標を結ぶ線は原点から45度の対角線

を描く。つまりローレンツ曲線は，この対角線

に重なる。これを小売庖舗立地の完全分散化と

もいう(田村正紀， 1976 a )。

しかし完全均等分布(完全分散化)の状態が

崩れる場合，各市町村エリアの累積人口シェア

と，それに対応する小売庖舗数の累積シェアの

座標を結ぶ線は，原点から伸びる 45度の対角線

から外れた曲線を描く。この場合，この曲線が

ローレンツ曲線となる(図 11)。

ローレンツ曲線と対角線で固まれている部分

の面積を求めることで，人口と小売庖舗の分布

がどの程度不均等な対応関係にあるのかを，数

値によって把握できる。たとえば図 11の場合，

半月型をした部分の面積が大きいほど，小売庖

舗は人口シェアの高い都市エリアに集中して立

地する傾向が強いことになる。

実際に北海道内の市町村エリアを分析単位と

して， 1997年時点の人口シェアと小売庖舗数シ

ェアの関係をみよう。人口はデータ利用の制約

から住民基本台帳の数値を利用する 19)。つぎに

図11

4. 1道内小売庖舗における立地分散性の変化

市町村エリアを比較単位として人口分布と庖

舗立地分布の関係をみるために，ここではジニ

係数を使用する(田村， 1976 a 黄， 1992)。

まず市町村エリアごとに北海道全体に占める

人口シェアと小売庖舗数シェアを求める。つぎ

に市町村エリアを北海道内で人口シェアの大き

い順番に並べる。そして各順位の市町村エリア

での人口と小売庖舗数の累積シェアを算出する。

x軸に小売庖舗数での累積シェア y軸に人口

での累積シェアをとり，図 10のような散布図を

描く。北海道内において小売庖舗数の都市間分

50% 

10096 

都
市
人
口
(
累
積
シ
ェ

Z

100% 小売底割l数(累積シェア)

19 )住民基本台帳は戸籍をもとに市町村人口を定義
している。そのため戸籍と居住地の異なる人口
を考慮すると実態と懸け離れた人口数となる。
データの利用制約により，この問題を踏まえて
住民基本台帳の人口数を用いた。

人口と庖舗数の完全均等化

18 )行政区分を利用するのは，使用する統計資料の
制約による。本稿では統計資料のデータを市町
村コードにもとづいて整理し，その分析で使用
しているo

図10
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図12 1997年のローレンツ曲線

小売庖舗数は商業統計の市町村別データを利用

する o ともに 1997年の調査結果を用いている。

図12に描かれる 1997年のローレンツ曲線をみ

ると，人口シェアに対して小売庖舗数シェアは

相対的に低いという傾向がみられる o また北海

道内では札幌市へ人口と小売店舗が集中してい

るo ちなみに実数でみると 1997年の札幌市は人

口で約30%のシェア，小売店舗数で約23%のシェ

アを占めている。

この人口シェアと小売庖舗数シェアの不均等

な関係は，北海道内での都市間距離によるもの

と考えられる 20)。つまり北海道内において市町

村エリア聞の距離が大きし市町村エリアの小

売商圏が互いに弱い鎖状連結状態にあり，複数

の市町村エリアを内包するような単一の小売商

圏が形成されていないためだと考えられる。

小売商圏とは，小売店舗にとって品揃えした

商品の取引を通じて，流通サービスを提供でき

る空間的な広がりである 21)。とくに小売庖舗の

20 )人口分散化の程度を超える小売庖舗数の分散化
の動きは，小売庖舗の立地戦略および消費者の
買物行動の変化によって生じる。これを田村
( 1967 a)は制度的分散化と呼んでいる (p.98)。
ここでの分析からすると，北海道内では制度的
分散化が進んでいない。その原因として消費者
の買物行動を制約する都市問距離が考えられる。

21)詳しくは中西(1983)，p. 13を参照のこと。

場合，その小売商圏の空間的広がりは庖舗を通

じて生み出される流通サーピスを受けるために，

消費者の負担できる消費者費用の大きさに依存

する。そして小売市場は，競合する小売庖舗ご

とに形成される小売商圏が互いに重なり合った

構造，すなわち鎖状連結構造をとる(田村，

1975 )。小売商圏の連絡部分が大きいほど，そ

の小売市場では小売庖舗聞の競争は激しくなる。

なぜなら小売商圏の連結部分が大きいほど，複

数の小売店舗を選択肢とする消費者の数が増加

するからである。

この小売商圏の鎖状連結部分は人口集中によ

る都市化の影響を受ける。都市化は人口の集中

と公共交通機関の発達，都市機能の集中が相互

作用することで進行する o 後に人口の郊外化が

進むにつれて，都心と郊外とが発達した公共交

通機関で結ぼれるようになり，都心部を中心と

した広大な都市圏が形成される。このようにし

て形成された都市圏は小売業者にとって，その

高い人口吸引力によって需要を再生産する装置

となる。たとえば東京都市圏，大阪都市圏，名

古屋都市固などでは，人口シェア上位の都市エ

リアに小売店舗数が集中し，上位の都市エリア

は人口シェアよりも大きい庖舗シェアを占めて

いる。そのため東京都市圏，大阪都市圏，そし

て名古屋都市圏といった日本の三大都市圏では，
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そのローレンツ曲*"~カf図 11 のような立す角 1i9~に

対して右下に弓なりの曲線となる(田村， 1976 a)。

前述したように北海道では広大な面積のなか

で市町村が散在しており，そのため都市問距離

が他の都道府県に比較して大きい。各市町村エ

リアに居住する消費者の買物出向範囲は，買物

で利用できる移動手段(徒歩，自転車，自動車，

鉄道やパスなど)や移動条件(高速道路の有無，

一日あたりの便数，渋滞度など)によって，限

られた空間に制約される。とくに過疎化の進行

している町村では利用者が少ないため，公共交

10096 

8091 

累

初日日%
人
口

γ ェ 4096

7 

2096 

096 

通機関さえも廃止され，その市町村エリアで生

活する消費者の買物出向範囲が制約される。以

上の理由から消費者の買物出向範囲が都市間距

離をカバーしきれないために，北海道内の市町

村エリア聞で、は小売商圏の重複度が小さく，鎖

状連結も弱いと考えられる。

以上に述べた特徴を踏まえて，さらに1999年，

2002年のローレンツ曲線を求めると，図13と図

14のようになる。これらのグラフからはローレ

ンツ曲線の変化を読み取ることは難しい。そこ

で1997年， 1999年，そして2003年の3つの時点

日% 2096 4096 60% 8096 100% 

黙秘小売JIi舗数シェア

図 13 1999年のローレンツ曲線
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累郡小売l苫部l数シェア

図14 2002年のローレンツ曲線



88(468) 低成長経済における小売商業構造の分析坂川 54-4 

1997 1999 2002 

0.090 

-0.092 

，晶
f不均等化が強まる

r ーでプ 三/
¥〈

¥ 
¥ 

ー0.094

0.096 

ー0.098

0.100 

0.102 

-0104 

Lーーー 不均等化が弱まる ¥ 
ー0.106

-0108 

卜+ジニ係数|

図15 ジニ係数の変化

におけるジニ係数を求め，その絶対値の大きさ

を比較する。その比較からは次のような変化を

読み取ることができるo

図15は，各市町村エリアの人口シェアと小売

庖舗数シェアについて求めた1997年， 1999年，

そして2002年のジニ係数を示している o 前述し

たように人口は住民基本台帳人口の数値，小売

庖舗数は商業統計の数値を用いている。

まず1997年から1999年にかけてジニ係数の絶

対値が小さくなっている。当該期間において小

売庖舗が市町村エリアの人口シェアに応じて均

等に分布する傾向が強まっている。この間，小

売庖舗数の分布が人口の分布に対して均等化す

る動き(完全分散化への動き)が生じていたの

である。つぎに 1999年から2002年にかけて，ジ

ニ係数の絶対値が大きくなっている。小売庖舗

数が，市町村エリアの人口シェアに対して不均

等に分布する動きが生じている。

このジニ係数の変化から， 1997年から1999年

にかけては完全分散化，つまり各市町村エリア

での人口シェアと庖舗シェアが近似する傾向が

明らかとなった。これに対して 1999年から2002

年にかけてはジニ係数の絶対値が大きくなって

おり，不完全分散化，つまり人口シェアと小売

庖舗数シェアが話離するという傾向が明らかと

なったo ここで興味深い点は1999年から2002年

にかけて，人口シェアと小売店舗数シェアで不

均等化の傾向が弱まるのではなしむしろ強ま

っていることである。前述したように北海道の

小売市場では，消費支出額の減少から平均顧客

単価は減少し，業態に関係なく既存庖の対前年

売上高伸び、率で、はマイナスが続いている。そこ

で考えられる小売業者の出庖行動は，平均顧客

単価の減少が事業売上高に及ほす影響を弱める

ために，個庖の営業力を高めるのと並行して庖

舗ポートフォリオを再構築することである。こ

の小売業者の立地行動の結果として，北海道内

でみた集計レベルでの小売商業構造が変化する。

その変化とは，人口シェアの高い市町村エリア

での小売店舗数シェアの増加である。この変化

は1997年から1999年にかけて生じていた。しか

し1999年から2002年にかけて不均等化が強ま

る傾向を示しており，むしろ市町村エリアの人

口シェア分布と無関係に小売庖舗数シェアが決

まっている。
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4.2小売商業構造の不均等化メカニズム

ローレンツ曲線は 2つの要因の影響を受け

て変化する。 lつは人口移動パターンの変化に

よる影響である。そしてもう一つは庖舗立地パ

ターンの変化による影響である。

人口シェアの集中化が不均等化を高めること

は，次のように考えることができる。 2時点間

で各順位での累積小売庖舗数シェアが一定であ

るとしよう。この状況でローレンツ曲線が左上

に膨らむのは，人口シェアで上位の市町村エリ

アに人口が集中したからである。つまり人口シェ

アの上位集中化が，この場合の不均等化を高め

(図16)。

2005. 3 

100% 小売応部i数(累積シェア)D 

る
庖舗移動パターンとローレンツ曲線の関係

数シェアの下位分散化が同時に進行することで

複合的な変化が生じ，ローレンツ曲線が左上方

に膨らむ(図 18)。そこで北海道内の市町村エ

リアについて，不均等化が強まった 1999年から

2002年にかけて，どのような変化が人口シェ

アと小売庖舗数シェアに生じたのかをみる。

1999年と2002年について人口シェアの大きい

順位に市町村エリアを並べる。そして各順位に

おける累積人口シェアの格差を求めた。図19を

みると明らかなように，人口シェア順位の上位

図17

人口シェアの集中化

都
市
人
口
(
累
積
シ
ェ
ア
)

100% 

人口移動と鹿舗立地移動の複合的な変化

小売庖舗数(累積シェア)

図18
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。
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人口移動パターンと口一レンツ曲線の関係

同様にして小売庖舗数シェアの分散化が不均

等化を高めるのは，次のように考えることがで

きる。今度は2時点間で各順位の累積人口シェ

アが一定であるとしよう。この状況でローレン

ツ曲線が左上に膨らむのは，小売店舗数シェア

の上位の市町村エリアで小売庖舗数シェアが減

少したからである。つまり小売庖舗数シェアの

下位分散化が，この場合の不均等化を高める(図

17)。

実際には人口シェアの上位集中化と小売庖舗

小売r:S自Ii数(累積シェア)。

図16
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図19 1999年から 2002年の人口シェア変動

注)この|到はx軸に同順位での緊輸入ロシェアの差. y 'W~縦軸に人口シェアの順位をとっている。

で， 1999年から 2002年にかけて累積人口シェア

格差が増加している。前述したように2時点間

で人口シェア上位の累積人口シェアが増加して

いるということは， 1999年から 2002年にかけて

人口シェアで上位の市町村エリアへ人口が集中

したことを意味する。この変化によってローレ

ンツ曲線は左上方に推移する。

先と同じように 1999年と 2002年について人口
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シェアの大きい順位に市町村エリアを並べる。

そして各順位での累積小売店舗数シェアについ

て差を求めた。図20をみると多くの順位での累

積庖舗数シェアが1999年よりも 2002年にかけて

減少していることが分かる。とくに人口シェア

の上位で累積庖舗数シェアの減少幅が大きい。

その一方で人口シェア50位前後の累積庖舗数シェ

アの増加が目立つ。また人口シェア 100位以下

0 

0.005 -0.004 -0.003 -0.002 -0.001 0 

変動幅

0.001 0.002 

図20 1999年から 2002年の小売底舗数シェア変動
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になると，ほとんどが1999年から2002年にかけ

て累積庖舗数シェアを減少させている。これら

のことは市町村エリア問で人口シェアの順位と

無関係に小売庖舗数シェアが変動したことを意

味する。

以上のことから，次のような小売商業構造変

動が北海道内の小売市場に生じていたと考えら

れる。前述したように消費支出額が伸び悩む市

場のなかで，小売業者は人口シェアの高い都市

エリアに積極的な出庖投資をすることで，その

庖舗ポートフォリオを再構築し，消費支出額の

減少が事業売上高に及ぼすマイナス影響を弱め

ることができる。

しかし分析結果をみると，人口シェアと小売

庖舗数シェアにおける市町村エリア聞の不均等

化は 1997年から1999年にかけて一端弱まりつつ

も， 1999年から 2002年にかけて強まっている。

不均等化が強まるのは，人口が人口シェアで上

位の市町村エリアに集中する一方で，小売庖舗

数が市町村エリア全体に分散するという複合的

変化による o 確認すると，この複合的変化が，

1999年から2002年にかけて北海道内で生じてい

る。

5. まとめと今後の課題

北海道の勤労者世帯では，実収入，可処分所

得，消費支出の実質・名目ともに，減少傾向に

ある。そして北海道内に立地する既存店舗の売

上高は，売場面積の大きな小売業者を代表する

百貨庖，スーパーといった業態で対前年比マイ

ナスである。また業態のなかでも好業績の業態

として評価されているコンピニエンス・ストア

であっても，北海道内では既存店舗の売上高伸

び率が対前年比マイナスである。この2つのデー

タからはつぎのことが言える。小売業者にとっ

て北海道の消費市場は成長機会として魅力の低

い市場である。

この低成長の消費市場のなかで，小売業者は

様々な手段を用いて庖舗売上高の維持，可能な

らば庖舗売上高の増加を目指す。そのために品

揃えする商品の価格帯を低く設定して，ロス・

リーダーで庖舗の顧客吸引力を高め，まとめ買

いを働きかける。そして平均顧客単価を増加さ

せ，店舗売上高を高め，低い利益率でも高い利

益額を生み出そうと努力する。

同時に小売業者はー庖舗での売上高対策だけ

ではなく，北海道内での庖舗網を見直すことに

よって総庖舗売上高を改善できる。将来高い成

長性を見込める小売市場へ新規に出庖する一方

で，成長性の見込みのない小売市場の庖舗を閉

庖し撤退する。この小売業者による庖舗ポート

フォリオの再構築は，小売商圏規模を規定する

人口に着目すると，つぎのような小売商業構造

変動として観察できる。人口シェアの高U叶、売

商圏で小売庖舗数が増加し，その一方で人口シェ

アの低い小売商圏で、庖舗数が減少する。

しかし1997年から2002年の北海道内における

人口シェアと小売庖舗数シェアの関係を分析す

ると，同期間で北海道内の消費市場の低迷が続

くにもかかわらず，人口シェア上位の市町村エ

リアほど小売庖舗数シェアが増加するという傾

向は見られない。北海道内の勤労者世帯におい

て実質的な消費支出が減少傾向に入る1997年以

降をみると， 1997年から1999年にかけては不均

等化が弱まり，人口シェアの高い市町村エリア

に小売庖舗数が集中する傾向があった。しかし

1999年から 2002年にかけては，不均等化が強ま

っている o これは先に述べた庖舗ポートフォリ

オの再構築から推測される小売商業構造変動に

一致しない。

今後の課題は，ここで明らかとなった北海道

における小売商業構造変動の原因を明らかに

することである o すでにみたように 1999年から

2002年にかけて，低成長経済下での最適な庖

舗ポートフォリオから考えられる小売商業構造

変動とは異なり，現実には人口シェアと無関係

な小売庖舗立地の分散化が進行している。後に，

この小売店舗立地の分散化を進行させている原

因を明らかにしたい。
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